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１はじめに
相続の開始があった場合には、被相続人の積極財産も消極財産も、一応、
包括的に相続人に帰属することとされるものの、相続人はこれを無条件に引
き受ける（単純承認）か、条件を付けて引き受ける（限定承認）か、全面的
に拒絶する（相続放棄）かを選択することができる（民法915条)。
このうち限定承認とは、相続人が相続を承認はするが、その責任は相続財
産を限度とし、相続人の固有財産を持ち出ししてまで債務を弁済せずに済む
ことを可能にする、相続人保護の制度である。相続債務に不安を持つ相続人
にとっては便利な制度といえるが、限定承認があった場合には、通常の相続
と異なり、みなし譲渡所得課税、つまり相続開始の時点で被相続人が財産を
譲渡したものとして譲渡所得課税が発生する（所得税法59条１項１号)。
この所得税法59条１項１号のみなし譲渡所得が問題となった裁判例は多く
はない。本稿ではこのうち、限定承認によるみなし譲渡所得の発生時点と法
2８
定納期限が争点となった東京高裁平成15年３月10曰判決（判時1861号31頁。
以下、「平成15年東京高裁判決」という｡）に焦点を当て、みなし譲渡所得が
発生した場合の法定納期限と、民法915条に規定する熟慮期間の関係につい
て、検討を行う。
そこでまず、平成15年東京高裁判決の事件の概要について確認し、当該判
決から浮き彫りにされる、みなし譲渡所得についての問題点をみておきたい。
２問題の所在
（１）東京高裁平成15年３月１０日判決（判時1861号31頁）
平成15年東京高裁判決の事件の概要は以下の通りである。
平成12年11月８曰に死亡した訴外Ａの法定相続人である控訴人Ｘらは、平
成13年２月28日に仙台家庭裁判所に相続の限定承認の申述をしたところ、同
年３月27曰にこれを受理する旨の審判が告知されたので、同年９月７曰、上
記限定承認に係る亡Ａのみなし譲渡所得について所得税の修正申告をし、こ
れを納付した。これに対し、Ｙ税務署長は、Ｘらに対し、上記所得税に係る
平成13年３月９曰から同年９月７日までの期間の延滞税を納付するよう通知
した。これを不服としたＸらは、上記納税義務の一部の不存在確認を求める
本訴を提起した。
Ｘらの主張は、上記所得税の法定納期限は、限定承認の申述が受理されて
から４ヶ月を経過した曰の前日である７月27日であって、同年３月９日から
同年７月27曰までの延滞税の納税義務を負わない、とするものであった。一
方、被控訴人Ｙは、相続の限定承認に係るみなし譲渡に対する所得税の法定
納期限は、相続開始を知った曰の翌日から４ヶ月を経過した曰の前曰である
同年３月８曰であるから、Ｘらは上記納税義務を負う、と主張した。
原審である東京地裁平成14年９月６日判決（訟月50巻８号2483頁）及び本
判決のいずれも、相続の限定承認に係るみなし譲渡所得に対する所得税の法
定納期限は、Ｘらが相続の開始を知った日の翌曰から４ヶ月を経過した曰の
前日であると判断して、Ｘらの請求をいずれも棄却した。
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（２）みなし譲渡所得の発生時点と所得税法59条１項
所得税法59条１項は、限定承認に係る相続又は包括遺贈により譲渡所得の
基因となる資産の移転があった場合には、その事由が生じた時に、その時に
おける価額に相当する金額によりその資産の譲渡があったものとみなして、
譲渡所得課税を行うことを規定している。東京高裁平成15年判決において
は、この「その事由が生じた時」をいかに解釈するかが争点となった。すな
わち、「その事由が生じた時」を、限定承認の申述受理がされた時点（Ｘ側
の主張）と考えるか、それとも相続開始の時（Ｙ側の主張）と考えるかによ
り、みなし譲渡所得の発生時点が異なることとなり、法定納期限の解釈も異
なってくる、とされた。
そこで本稿では、所得税法59条１項の解釈について検討を行い、みなし譲
渡所得の発生時点と所得税の法定納期限について、考察を試みる。
（３）熟慮期間の伸長制度
限定承認の制度は民法915条にその規定を置いている。同条は「自己のた
めに相続の開始があったことを知った時から３箇月以内に」限定承認をしな
ければならない旨を定め、いわゆる「熟慮期間」を設けている。また、同条
はその但書において、「この期間は、利害関係人又は検察官の請求によって、
家庭裁判所において伸長することができる」旨を定め、熟慮期間の伸長制度
を設けている。
この民法における熟慮期間の規定と、税法における申告期限等の関係をめ
ぐっては実務上争われることが多い。平成15年東京高裁判決においても、Ｘ
らが「相続の限定承認は、被相続人の遺産の範囲、内容が込み入っているな
どして、かなりの曰時を費やさなければ容易にその実態を把握し得ないもの
である。そのため、相続人は、その調査、判断に相当の曰時を要する上、相
続人相互の意思統一を図る必要もあって、通常３ヶ月の熟慮期間で問に合わ
ないことが多く、しばしば熟慮期間の伸長の申出をする。したがって、限定
承認の殆どの場合、相続人は、相続開始を知った曰の翌曰から４ヶ月を経過
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した曰より相当の曰数経過後でないと、限定承認申述受理審判の告知を受け
ることができない」と主張している。
そこで本稿では、民法に規定する熟慮期間及びその伸長制度が、所得税の
法定納期限にどのように関わっているのか、その整合性を検討する。
（４）熟慮期間の起算点との調整
更に、熟慮期間の伸長制度とは別に、民法915条1項の「自己のために相続
の開始があったことを知った時」をどのように解するべきか、すなわち熟慮
期間の起算点はいつを指すのか、という問題がある。最高裁昭和59年４月２７
日第二小法廷判決（民集38巻６号698頁）は、熟慮期間の伸長とは別に、一
定の場合には熟慮期間の起算点そのものを調整する判断を下している。この
熟慮期間の起算点の調整は平成15年東京高裁判決の争点とはなったわけでは
なく、法律上の明文規定でもない。
しかし、このような熟慮期間の起算点の調整を、限定承認があった場合の
所得税の法定納期限と関わらせて考慮に入れることは、有意義であると考え
る。そこで本稿では、このような熟慮期間の起算点の調整についても、その
研究内容としたい。
本稿の研究目的と内容は上記の通りであるが、まずはその手がかりとし
て、民法典における限定承認制度について概観する。
３限定承認制度の概要
（１）限定承認の目的
民法896条は、「相続人は、相続開始の時から、被相続人の財産に属した一
切の権利義務を承継する」と規定している。この規定は、相続による権利の
（１）
承継ｶｺﾞ包括承継であることを定めたものである。この包括承継により、被相
続人の財産に属している一切の権利義務は、原則として、すべて相続財産と
（２）
して当然に相続人に移転することになる。相続により、被相続人の財産と相
（３）
続人の固有財産とは混同するが、そのため、債権者または相続人が不禾１１益を
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受けることがある。
そこで、民法は一定の場合に、相続財産と相続人の固有財産とを分離して
清算するという手続きも認めている。この例外的な手続きとしては大きく分
けて二つあり、一つは「財産分離｣、もう一つは「限定承認」と呼ばれる制
度である。
財産分離とは、債権者を保護するために、相続財産と相続人の固有の財産
（４）
と混合しないようにすることを可能にする市'1度である（民法941条、950条)。
前述のように相続人が被相続人の財産・債務を承継すると、相続財産は、相
続人の財産・債務と混合することになる。そのため、被相続人に対して債権
を有する者が、被相続人に対しては回収可能であったのに、相続人が過大な
負債を負っていたために相続人からの債権回収が困難になる場合や、逆に、
相続人が被相続人の過大な負債を承継したために相続人の債権者の債権回収
が困難になる場合が生じる。財産分離の制度は、このような事態に備えたも
のである。
一方、限定承認とは、相続によって得た財産の限度においてのみ被相続人
の債務の弁済及び遺贈の履行をすべきことを留保して、相続の承認をするこ
とを認める制度である（民法922条)。言い換えれば、限定承認とは、「債務
の過大な相続から、相続人を護るため、本来相続人の負うべき相続債務の無
（５）
限責任を、相続財産を限度とする有限責任に転換すること」により、相続人
を保護する制度である。この点からいえば、債権者の利益を犠牲にして相続
人を保護することになるから、相続人は法定の熟慮期間内に限定承認をしな
ければならないとされ、その期間内に限定承認か放棄をしないときは、単純
無限の責任を負うこととなる。
限定承認は、相続人が固有財産までを相続債務の引当てにすることなしに
放棄はしたくないという要求に応ずるものである。相続が明らかな債務超過
の場合には、相続人としては相続放棄をすればいいわけであるが、積極財産
もあるが債務も相当あり、最終的にプラスになるかマイナスになるかわから
ない場合に、相続財産限りで清算し、もしプラスがあれば相続したいような
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場合に、それを可能にする帝Ｉ度が限定承認なのである。
（２）限定承認の手続
限定承認をしようとする者は、①相続財産の財産目録を調製し、②熟慮期
間内（相続開始を知った時から３ヶ月以内）に、これを家庭裁判所に提出し
て、③限定承認をする旨の申述をしなければならない（民法924条)。但し、
この熟慮期間は、家庭裁判所に請求することで伸長することができる（民法
915条但書)。
なお、相続人が数人あれば、全員が必ず共同してしなければならない（民
法923条)。したがって、共同相続人中に一人でもこれを欲しない者がいる場
合や、相続人のうち誰かが遺産の処分を行うなどして法定単純承認に該当す
る行為をしてしまった場合には、他の相続人も限定承認を行うことはできな
くなる。この制限は、共同相続人の一部の者が単純承認によって無限責任を
負い、他の一部の者だけについて限定承認による清算を行うということが法
律関係を複雑にするという恐れから設けられたものであり、共同相続人の一
部が放棄をなし、残りの全員が限定承認をするというような場合には、差支
（６）
えないと解される。
限定承認をした相続人は、相続財産の清算をした上で、相続債権者及び受
道者に対して弁済をする。その清算手続としては、相続債権者及び受遺者に
対する公告及び催告（民法927条)、競売による相続財産の換価（民法932
条)、債権額の割合による配当（民法929条）などを行う必要があり、かなり
複雑なものとなる。相続財産からの弁済が完了し、残余財産がある場合に
は、相続人はそれらの配分を受けることができる。
相続開始直後にこのような複雑な清算事務を行うことは相当な負担であ
り、手続を誤って「不当な弁済」があったとされると、債権者や受遺者に対
する損害賠償責任も負わなければならない（民法934条）ため、実際には、
（７）
相続全体に占める害U合は少ない。
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（３）限定承認の効力
限定承認がなされると、「相続人は、相続によって得た財産の限度におい
てのみ被相続人の債務及び遺贈を弁済すべきことを留保して」相続すること
になる（民法922条)。つまり、物的な有限責任になるが、債務の承継はなさ
れるので、相続財産から全額の弁済を受けられなかった相続債権者に対し
て、限定承認をした相続人が固有財産から任意に弁済すれば、有効な弁済で
あって非債弁済になるわけではない。
また、相続人が被相続人に対して有していた権利義務は、相続にあたり混
同によって消滅することはないものとされる（民法925条)。すなわち、被相
続人に対して債務を負っている場合には、これを弁済しなければならない
し、債権を有していれば、他の債権者と同様に、清算に参加して配当弁済を
受けることができる。
次に、限定承認があった場合の課税関係を見ていくこととする。
４みなし譲渡所得課税制度
（１）基本的説明
所得税法59条は、限定承認に係る相続又は包括遺贈により、譲渡所得の基
因となる資産の移転があった場合には、「その事由が生じた時」に、その時
における価額に相当する金額によりその資産の譲渡があったものとみなし
て、譲渡所得課税を行うことを規定している。すなわち、通常の相続と異な
り、限定承認をした場合には、相続開始の時点で被相続人が財産を譲渡した
ものとして、譲渡所得課税が生じる。
みなし譲渡所得課税は、被相続人が資産を譲渡したものとして課税する
が、実際には、その相続人がその納税義務を承継することになる（この場合
の譲渡所得の申告は、いわゆる準確定申告によって行う)。みなし譲渡所得
課税により新たに発生する所得税は、被相続人が負担すべき租税債務という
性格を有しており、限定承認の手続上、他の債務と同様に扱われる。したが
って、被相続人の相続財産を超える部分については切り捨てられ、相続人は
3４
それを超えて所得税を納付する義務は有しない。
また、相続人が限定承認により取得した資産をその後に譲渡した場合、譲
渡所得の金額の計算上は、その相続人がその資産を相続時の時価で取得した
ものとみなされる（所得税法60条２項)。被相続人の所有期間中に発生した
資産の値上がり益を相続人に課税しないようにするという限定承認制度の趣
旨から、単純相続をした場合のような時価の引継ぎは行わない。
限定承認がなされ、上記のみなし譲渡所得課税がされた場合であっても、
相続税の申告納税について何ら変更は生じない。すなわち、みなし譲渡所得
課税の対象となった資産も含めて、相続税の申告をしなければならない。但
し、みなし譲渡に係る所得税は、被相続人の未納公租公課として、債務控除
（８）
の対象となる（$目続税法13条)。
（２）沿革的理解
みなし譲渡所得課税制度の創設時の立法趣旨は、金子宏教授は、「この制
度は、シャウプ勧告に基づいて採用されたもので、キャピタル・ゲインに対
する課税の無期限の延期（indefinitepostponement）を防止することを目
的とする。すなわち、資産が時価で譲渡された場合には、その資産の保有期
間中のキャピタル・ゲインはその時点で課税されるのに対し、無償または低
額で譲渡された場合には、それに対する課税の全部または－部が繰り延べら
れるため、不公平な結果が生ずる。この不公平は、無償で移転する場合に
は、ますます大きくなる。そこで、この不公平を是正するため、時価による
譲渡があったものと見なして、保有期間中に累積したキャピタル・ゲインに
（９）
課税することとしﾌﾟくこのが、この制度である」と論じられる。
この見解を基礎とする場合、みなし譲渡所得課税制度の起源はシャウプ勧
告に求められ、その立法趣旨は、キャピタル・ゲインに対する課税の無期限
の延期による課税漏れを防止することにより、課税の公平を図ることであっ
たということが判る。しかし、未実現の所得に課税するという点で多くの批
（10）
半Ｉを受け、その後の数次の改正を経て、現行法へと至っている。
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昭和25年のシャウプ税制においては、贈与・遺贈・相続・低額譲渡によっ
て資産が移転した場合には、常に時価による譲渡があったものとみなされて
いたが、昭和27年には、相続による移転がその適用範囲から除外され、相続
人は被相続人の取得価額を引き継ぐこととされた（課税の繰り延べ)。その
後、昭和37年には、その他の理由による移転の場合にも、納税者の選択によ
り、明細書を税務署に提出することを条件として、本条の適用を受けず、代
わりに取得価額を引き継ぐことが認められた。更に、昭和48年の改正で、現
行法の定めるように、①法人に対する贈与及び低額譲渡、②相続（限定承認
に係るものに限る)、③遺贈（法人に対するもの及び個人に対する包括遺贈
で限定承認に係るものに限る）についてのみ、みなし譲渡所得課税の対象と
（11）
されるに至った。
このように、みなし譲渡所得課税の適用範囲は、ごく限定的な場合にのみ
適用されるというように縮小されてきており、現行法において適用範囲が限
定されている理由としては、東京地裁平成13年２月27日判決（税資250号順号
8845）において、次のように説明されている。
すなわち、「民法は、相続債務が相続財産を超えるか否かが常に明白であ
るとは限らないこと、相続財務の弁済には堪えられないが営業等の名義は継
続したいとの要請があり得ることから、単純承認、相続放棄のほかに、限定
承認制度を設け、限定承認をした場合には、相続債務が相続財産を超えてい
ても、相続人は、相続によって得た財産の限度のみで責任を負えば足り、残
債務を自己の固有財産で弁済する必要がないこととしている。ところで、単
純承認による相続があった場合には、相続による資産の移転については譲渡
所得の課税は行わず、相続人が取得費及び取得時期を引き継ぐこととし、そ
の後に相続人が相続財産を譲渡したときに、被相続人の所有期間中に発生し
た資産の値上がり益を含めて、相続人の譲渡所得として課税することとして
いるが、限定承認に係る相続の場合にも同様の課税を行うこととすれば、被
相続人が本来的には納付すべき被相続人の所有期間中に発生した資産の値上
がり益に対する課税を、相続人が納付することとなり、結果として相続財産
3６
の限度を超えて相続人の固有財産から納付しなければならない事態も生じか
ねない。そこで、本件規定は、限定承認制度が設けられた趣旨を尊重し、被
相続人の所有期間中における資産の値上がり益を被相続人の所得として課税
し、これに係る所得税額を被相続人の債務として清算するために、当該相続
財産のうち、譲渡所得の基因となる資産については相続開始時点におけるそ
の価額に相当する金額による譲渡があったものとみなして被相続人に対する
譲渡所得課税を行うこととし、これにより、相続人は、右によって課税され
た所得税を含めた相続債務を弁済する義務を負うものの、相続財産が相続債
務を超えるか否かにかかわらず相続財産の限度を超えて被相続人の債務を負
（12）
担することはないこととしている（通ﾛﾘ法５条一項後段)」というのである。
５みなし譲渡所得の発生時点
上記３で述べた限定承認制度の概要と、上記４で述べたみなし譲渡所得課
税制度の沿革を踏まえた上で、平成15年東京高裁判決について考察し、みな
し譲渡所得はいつ発生するのかという問題について、検討を行う。
（１）所得税法59条１項「その事由が生じた時」の解釈
所得税法59条１項は、「次に掲げる事由により（下線は筆者による。以下
同じ｡）居住者の有する山林（事業所得の基因となるものを除く。）又は譲渡
所得の基因となる資産の移転があった場合には、その者の山林所得の金額、
譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、その事由が生じた時
に、その時における価額に相当する金額により、これらの資産の譲渡があっ
たものとみなす」と規定し、上記「次に掲げる事由」については、その第１
号において、「贈与（法人に対するものに限る｡）又は相続（限定承認に係る
ものに限る｡）若しくは遺贈（法人に対するもの及び個人に対する包括遺贈
のうち限定承認にかかるものに限る｡)」と規定している。
平成15年東京高裁判決においては、みなし譲渡所得の発生時点をいつと解
すかという問題について、所得税法59条１項に規定する「その事由が生じた
限定承認によるみなし譲渡所得課税（土屋）３７
時」をいつと解するかが争点となった。
Ｘらは、所得税法59条１項に規定するみなし譲渡所得は、限定承認の効力
が生じることにより初めて発生するものであり、限定承認の効力は、家庭裁
判所の限定承認の申述受理の審判の告知がされることによって生ずるもので
あるから、みなし譲渡所得に対する所得税の課税要件は、限定承認の申述受
理の審判の告知の時に成立するものであり、「その事由が生じた時」とは、
限定承認の申述受理の審判の告知の時と解すべきである旨を主張した。
これに対し、Ｙは、所得税法59条1項に規定する「その事由」という文言
は、同項各号所定の事由を指すところ、同項１号は「相続（限定承認に係る
ものに限る｡)」と規定しており、このうち「(限定承認に係るものに限る｡)」
の文言は「相続」の範囲を限定する修飾語にすぎないから、同項の「その事
由」とは、「相続」を指すものであると主張した。更にＹは、譲渡所得に対
する課税は、資産の値上がりによりその資産の所有者に帰属する増加益を所
得として、その資産が所有者の支配を離れて他に移転するのを機会に、これ
を清算して課税する趣旨のものであり、そして相続による資産の移転は相続
開始時に生じ、限定承認は弁済の責任限度を画するものにすぎないから、み
なし譲渡所得は、相続開始時に発生するものというべきである、と主張し
た。
裁判所は、上記当事者らの主張に対し、「同項（筆者注・所得税法59条１
項）の文言をみるに、同項の「その事由』とは、同項柱害冒頭の『次に掲げ
る事由」を指すところ、この事由として、同項１号は『相続（限定承認に係
るものに限る｡)」を掲げていて、限定承認の文言は「相続」を限定するもの
として括弧書きの中に記載されている。同項が「次に掲げる事由』とは、資
産の移転の原因となり得る事由、すなわち、相続人が被相続人の財産を包括
的に承継することである「相続』を指すものであり、相続債務等の責任の限
度を画するにすぎない限定承認を指すものではないと解される。そうする
と、所得税法の文言からすれば、同項の「その事由」とは、『相続」を指す
ものと解するのが相当である」とした。また、「譲渡所得に対する課税は、
3８
資産の値上がりによりその資産の所有者の支配を離れて他に移転するのを機
会に、これを精算して課税する趣旨のものである〔最高裁昭和47年（行ツ）
第４号同50年５月27曰第三小法廷判決・民集29巻５号641頁参照〕ところ、
限定承認に係る相続についてみると、その資産の移転は相続開始時に生じる
ものである（民法896条）から、限定承認に係る相続に基因する譲渡所得
(みなし譲渡所得）に対する課税は、相続の開始の時を捉えて行われるもの
であると解される」として、Ｘらの請求を棄却した。
（13）
この平成15年東京高裁半||決に対しては、増田英敏教授の反対意見がある。
増田英敏教授は、所得税法59条１項の「その事由」の文言の解釈につい
て、「限定承認に係る」の文言はみなし譲渡所得の適用範囲を限定する文言
であり、単なる修飾語として位置づけるのは不合理であるとして、次のよう
に述べている。
すなわち、「括弧内の「限定承認に係る」の文言を本件裁判所の判断の通
り、単なる修飾語と位置づけると、同じく同号に規定された「贈与」の場合
の「法人に対するものに限る』の文言も同様に単なる修飾語と解することが
はたしてできるのであろうか。この場合については、法人に対する資産の贈
与にのみ、みなし譲渡所得が発生し、個人への贈与には発生しないと解する
のは疑いの余地のないところである。そうすると、両者の括弧内の文言の位
置づけが異なることになり（下線は筆者による｡)、法解釈上のバランスが取
（14）
れないという結果を招く」とされる。
しかし、筆者はこの見解には反対である。
増田英敏教授の見解は、贈与の場合の「法人に対するものに限る」の文言
は単なる修飾語ではなく、単なる修飾語でないからこそ、法人に対する資産
の贈与にのみみなし譲渡所得が発生する、という論理に上に成立している。
しかし、この見解は、Ｙの主張及び判決で用いられた「単なる修飾語」とい
う文言に捉われ過ぎ、括弧書きの位置づけを見誤っているのではないだろう
か。
「法人に対するものに限る」・「限定承認に限る」いずれの括弧書きの文言
限定承認によるみなし譲渡所得課税（土屋）３９
も、みなし譲渡所得の適用範囲を限定する文言であることには、異論はな
い。しかし、両者とも、みなし譲渡所得の発生時点を規定する、あるいはみ
なし譲渡所得の発生時点を限定する文言ではない、と考える。すなわち、こ
れらの括弧書きによって、「個人に対する贈与」には譲渡所得は発生せず、
単純承認の相続には譲渡所得は発生しないことが規定されているのであり、
いずれの括弧書きの文言も、所得の発生時点ではなく、「贈与」または「相
続」の範囲を限定している単なる修飾語に過ぎない、というべきである。
その意味において、両者の法解釈上のバランスが取れていないということ
はなく、そのような理由からみなし譲渡所得の発生時点についての結論を出
すことは難しい。
（２）みなし譲渡所得課税制度の立法趣旨からの検討
そこで、括弧書きの位置づけからではなく、みなし譲渡所得課税制度の立
法趣旨と沿革的理解の観点から、所得税法59条１項を検討する必要があると
思われる。
増田英敏教授は、平成15年東京高裁判決に対する評釈の中で、みなし譲渡
所得課税制度の立法趣旨について、次のように述べている。
すなわち、「キャピタル・ゲインは、その資産の売却時に清算して課税さ
れる。また、相続により資産が移転しても相続人の段階で相続税が当該資産
の時価に課税されるのであるから、キャピタル・ゲインはその相続の段階で
相続税として清算して課税される。一方、限定承認に係る相続の場合には、
そのキャピタル・ゲインは被相続人の負債に充当され、課税の機会を永遠に
逸するという結果を招く。このキャピタル・ゲインの課税漏れの防止が所得
税法59条の立法目的である。限定承認にかかわる相続の場合には、そのキャ
ピタル・ゲインに対する課税漏れを阻止するために、譲渡所得が発生したも
のとみなして課税することを同法は要請しているのである。（中略）同法立
法趣旨を踏まえると、キャピタル・ゲインへの課税漏れが生じる場合に限
り、譲渡所得が発生したものとみなして課税することを法が定めたと解する
4０
のが、法の正しい解釈といえるであろう。限定承認がなされた場合にのみ課
税漏れが生じるゆえに、限定承認に係る相続に譲渡所得が発生したとみなし
て課税するのである。上述のとおり、単なる相続には課税漏れは生じないた
（14）
めに、同規定の射程外におかれる」とされるのである。
（15）
確かに、相続税は所得税の補完税といわれ、相続による財産移転について
（16）
所得税の対象としている国では、相続税を廃止しているという現状もある。
しかし、我が国で現在採用されている取得費引継方式の下では、被相続人の
保有利益は相続税をもって清算されるわけではなく、相続人は被相続人の潜
在的租税債務を引継ぎ、後に相続した資産を譲渡した場合に所得税が課され
(17）
る。もともとﾎ目続による財産の移転と、相続によらない通常の財産移転につ
（18）
いては、課税根拠についての社会的意識に差異があるといわれる。理論的に
は、富の稼得に対して所得税が課され、移転に対して相続税が課されるので
あり、相続・贈与等により資産が移転される場合にみなし譲渡所得課税する
方法が採用される場合には、所得税と相続税が二重に課税されているという
（19）
よりはむしろ、同H寺課税がされているに過ぎない。したがって、「キャピタ
ル・ゲインはその相続の段階で相続税として清算して課税される」という増
田英敏教授の見解は、所得税における取得費引継方式と、相続税課税の関係
について見誤ったものではなかろうか。
また、限定承認があった場合でも相続税の計算には変更は生じないのであ
り、被相続人のキャピタル・ゲインに対する租税債務が、被相続人の積極財
産を超えていなければ課税できるのであるから、「課税の機会を永遠に逸す
る」わけではあるまい。
結論からいえば、現行法において限定承認に係る相続に限定されているの
は、未実現のキャピタル・ゲインに対しては、所得税法36条の規定により、
原則として課税できないことがその最たる理由であろうと思われる。みなし
譲渡所得課税制度のそもそもの立法目的が、無期限の課税繰り延べを防止す
ることであるのに異論はないが、限定承認に係る相続にのみ、みなし譲渡所
得課税がされるのは、そうしないと永遠に課税漏れとなるからではない。そ
限定承認によるみなし譲渡所得課税（土屋）４１
れは単に、限定承認制度の趣旨が、被相続人の債務を清算させることにある
ために、未実現のキャピタル・ゲインへ課税しても、納税者の理解を得やす
いという事'盾によるものであろう。
ではなぜ、限定承認に係る相続の場合にのみ未実現のキャピタル・ゲイン
に対する課税が認められ、他の場合には認められないのであろうか。そこで
次に、譲渡所得について規定する所得税法33条１項と同法59条１項の関係と
いう観点から、この問題についてみていくこととする。
（３）所得税法33条１項「資産の譲渡」の意義と「みなし譲渡」の関係
平成15年東京高裁判決が引用する最高裁昭和50年５月27曰第三小法廷判決
(民集29巻５号641頁。以下「昭和50年最高裁判決」という｡）は、所得税法
33条１項にいう「資産の譲渡」の意義について、「有償無償を問わず資産を
移転させるいっさいの行為をいうものと解すべきである」として、増加益清
算課税説に立つ判示をし、その後の最高裁判決にも踏襲されている重要な判
（20）
例である。
この考え方によれば、所得税法33条１項にいう資産の譲渡には単純承認の
相続も含まれえることになるが、こうした所得は同法36条１項にいう収入金
（21）
額力】ないため、実現主義の観点からは課税がされないこととなる。したがっ
て、所得税法59条は、３６条１項に対する別段の定めとして存在し、無償譲渡
にも収入を擬制し、未実現利益に対する課税を図っている規定であると位置
（22）
づけることができる。このように考えると、石島弘教授が指摘するように、
所得税法59条は「｢譲渡」があったものとみなしているのではなく、「時価で
（23）
譲渡』力iあったものとみなす」規定であるといえよう。
もともと、「未実現のキャピタル・ゲインも理論上は所得であるから、そ
（24）
れに対する課税は、所得税の`性質を失うものではない」のであり、シャウプ
勧告によって導入されたみなし譲渡所得課税制度は、単純承認に係る相続に
より資産の移転があった場合等も含めて、無制限な課税の繰延べを防止する
目的をもつものであった。しかし、このような課税理論は「納税者の立場か
４２
（25）
らみれば常識的にﾎﾟｶ得し難いものがある」ものであったため、次第にその適
用範囲が狭められていったのは、先にも述べた通りである。限定承認に係る
相続の場合には、被相続人の租税債務を、相続財産の限度を超えて相続人の
固有財産から納付することを防止するために、未実現利得に対する課税をす
ることが現行法に至るまで認められているのである。
このように、所得税法59条を「時価による譲渡」があったものとみなす規
定と考えるならば、限定承認に係る相続により資産の移転があった場合に
は、同規定により、「無償であっても時価で譲渡があった」ものとみなされ
るのであり、決して「譲渡があった」とみなされる訳ではない。そして、限
定承認に係る相続があった場合に、資産が所有者の手を離れるのはあくまで
（26）
｢相続」の時であるから、譲渡所得に対する課税は、みなし譲渡所得は、「ﾈ目
続」時に発生すると考えるのが妥当である。
６熟慮期間の伸長制度との関係
先にも述べたように、民法は915条において、「相続人は、自己のために相
続の開始があったことを知った時から３箇月以内に、相続について、単純若
しくは限定の承認又は放棄をしなければならない｡」と定め、限定承認及び
相続の放棄をする場合の熟慮期間を設けている。熟慮期間内に相続人が限定
承認又は相続放棄の申述をしなかった場合には、その相続人は単純承認をし
たものとみなされる（民法921条)。また、民法915条はその但書において
｢この期間は、利害関係人又は検察官の請求によって、家庭裁判所において
伸長することができる｡」と定め、熟慮期間の伸長制度を設けている。
このような熟慮期間の伸長制度と限定承認の課税上の関係については、佐
藤義行氏が、次のように言及している（前述の増田英敏教授は、この佐藤義
行氏の見解を支持している)。
すなわち、「所得税法59条1項１号による限定承認に係る、みなし譲渡所
得の準確定申告義務は、当然のことながら、限定承認の結果であるから、上
述の限定承認の申述をなすか否かについて熟慮期間の伸長の審判があって限
限定承認によるみなし譲渡所得課税（土屋）４３
定承認の申述・受理が延長した場合は、伸長に係る限定承認の受理の審判が
なされた曰の翌日から起算して４月以内に準確定申告をなすことになろう。
（27）
限定承認前には、みなし譲渡所得も発生する余地力〕ないからである」とされ
る。
この佐藤義行氏の見解によれば、熟慮期間の伸長があった場合にのみ、限
定承認の受理告知が所得税の法定申告期限の起算点に影響を与えるような表
現がとられている。しかし、この「限定承認前にはみなし譲渡所得は発生し
ない」という佐藤義行氏の論理からすると、熟慮期間の伸長の有無に関わら
ず、限定承認の受理がされた時がみなし譲渡所得発生時ということになるの
ではないか。
そこでこのような問題意識に基づいて、平成15年東京高裁判決について検
討を加える。
谷口豊氏は、平成15年東京高裁判決に対する評釈の中で、熟慮期間の伸長
制度について、「被相続人の所得税債務についていえば、その法定納期限は、
相続の開始があったことを知った日の翌日から４ヶ月を経過した日の前曰と
される（所得税法124条）から、限定承認の申述が３ヶ月の熟慮期間内に行
われ、直ちに受理された場合には、所得税の申告にさしたる支障はない。こ
れに対し、限定承認の申述の熟慮期間につき期間の伸長（民法915条ただし
書き）が認められ、家庭裁判所がそれを受理する前に上記法定納期限が到来
することになる場合、上記の所得税法の規定をそのまま適用すべきかどうか
（28）
ｶｺﾞ問題となる」としている。
このような問題提起をした上で、谷口豊氏は、限定承認の申述をしようと
する相続人は「被相続人の財産調査を行って資産や負債の存否と額を検討す
べき立場にあり、みなし譲渡所得の課税標準を認識するのに困難はないし、
限定承認が受理されることを前提とした納税行動を期待されても酷ではな」
〈、平成15年東京高裁判決の事実関係のもとでは、相続人らが「家庭裁判所
に対して限定承認の申述をした時点は、所得税法所定の準確定申告書による
申告の法定納期限の到来より前であったというのであるから｣、みなし譲渡
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所得の課税標準を算定して準確定申告をすることにさしたる支障はなかった
として、平成15年東京高裁判決を支持している。
しかし、この論理には大きな矛盾があると考える。前述の佐藤義行氏の説
示するように「限定承認前にはみなし譲渡所得も発生する余地がない」と考
えるなら、熟慮期間の伸長があった場合のみならず、熟慮期間内に受理され
た場合であっても、受理された日の翌曰が所得税の法定納期限の起算点にな
るのではないだろうか。熟慮期間の伸長があった場合にはみなし譲渡所得は
限定承認の受理告知時に発生するが、熟慮期間内に承認された場合には、み
なし譲渡所得は受理告知のタイミングとは無関係に、相続の開始があったこ
とを知った日となる、というのは、論理的に一貫性がない。
そして先にも述べたように、限定承認によるみなし譲渡所得の発生時点は
｢相続」時と解すべきであるから、熟慮期間の伸長の有無は、みなし譲渡所
得の発生時点に何ら影響を及ぼすものではないと考える。
７熟慮期間の起算点の調整
（１）最高裁昭和59年４月27日第二小法廷判決
熟慮期間の伸長（民法915条但書）とは別に、民法915条１項の「自己のた
めに相続の開始があったことを知った時」をどのように解すべきか、すなわ
ち熟慮期間の起算点はいつをさすのかという問題がある。
原則として熟慮期間は、相続人が相続開始の原因事実及び自己が相続人と
なる事実を知った時から起算されると解すべきである。しかし、熟慮期間の
起算点の例外として、最高裁昭和59年４月27曰第二小法廷判決（民集38巻６
号698頁。以下「昭和59年最高裁判決」という｡）は、相続人が上記各事実を
知った場合であっても、それらの「各事実を知った時から３か月以内に限定
承認又は相続放棄をしなかったのが、被相続人に相続財産が全く存在しない
と信じたためであり、かつ、被相続人の生活歴、被相続人と相続人との間の
交際状態その他諸般の状況からみて当該相続人に対し相続財産の有無の調査
を期待することが著しく困難に事’情にあって、相続人において右のように信
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ずるについて相当な理由があると認められるときには、相続人が前記の各事
実を知った時から熟慮期間を起算すべきであるとすることは相当でないもの
というべきであり、熟慮期間は相続人が相続財産の全部又は一部の存在を認
識した時又は通常これを認識しうべき時から起算すべきものと解するのが相
当である」と判示している。
熟慮期間の起算点、すなわち「自己のために相続の開始があったことを知
った時」とは、相続人が相続開始の原因たる事実の発生を知り、かつそのた
めに自己が相続人となったことを覚知した時をさすとするのが、従来からの
（29）
半Ｉ例であった。しかし、このような従来の解釈、取扱例があったために、被
相続人に対する債権者側において、被相続人の死亡後相続人の熟慮期間とし
て定められている３ヶ月の期間内に、相続人に対し全く相続債務が存在する
事実を知らせず、熟慮期間が経過するのを待って突如相続人に対し相続債務
の支払を求めるという巧妙な手段をとる事例が続出し、個人の尊厳を艇める
ような事態が黙過できないこととなった。そこで、相続財産の全部または－
部について認識したことも起算点の要件にすべきであるとの見解が登場した
（30）
(大阪高半Ⅲ昭ﾎﾟﾛ54年３月22日)。
これに対して、従来の大審院判例を支持する裁判例も少なくない。その理
由としては、たとえば、熟慮期間の伸長制度の存在を無意味にすること、相
続人の主観による相続の確定が不安定になること、相続財産の調査もしなか
った相続人を救済する必要がないこと、などが挙げられる（東京高判昭和５０
（31）
年10月27曰)。
こうした中で、これらの対立する見解の折衷をはかる裁判例が有力となっ
ていた。この折衷説には大きく分けて二つの考え方があり、一つは、相続財
産の不存在を信じて熟慮期間を徒過したことに過失がない場合には、熟慮期
間は進行しないとして、熟慮期間の起算点に例外を設ける見解である（高松
（32）
高半Ｉ昭ﾎﾟﾛ48年９月４曰)。そしてもう一つは、相続財産の存在を知ってから
の遅滞なき限定承認は認められるとし、例外的に熟慮期間の満了時点を延長
（33）
する見解である（東京高判昭和57年９月27曰)。最高裁の半|]決は、折衷説の
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うち前者の考えを採用したものであり、熟慮期間の起算点につき例外を認め
たものである。
（２）民法915条と税法の関係
このように、相続人が知りえなかった債務の突然の出現があり、熟慮期間
の起算点を調整する必要が生じた場合には、限定承認があった場合の所得税
の法定納期限にはどのような影響を及ぼすであろうか。すなわち、民法915
条に規定する「自己のために相続の開始があったことを知った時」と、所得
税法124条に規定する「その相続の開始があったことを知った曰」との関係
をいかに考えるかという問題が生じる。
具体例として、被相続人から相続により相続税の基礎控除額以下の財産を
取得した相続人が、被相続人の死亡日に相続開始を知ってはいたものの、相
続開始後３ヶ月以上を経過した後に、被相続人に係る債務の存在を知った場
合を考える。このようなケースで、昭和59年最高裁判決でいうところの「相
当の理由」が相続人にあると認められ、限定承認の申述をすることが認めら
れた場合において、譲渡所得の基因となる資産の移転があったときは、譲渡
所得が発生する。
この場合に、民法に規定する熟慮期間の起算点は「自己のために相続の開
始があったことを知った時」であるから、相続人が被相続人に係る債務の存
在を知った時点と考えることは可能である。しかし、民法における熟慮期間
の起算点の調整が認めうるとしても、所得税法124条には、「自己のために」
という文言がないため、所得税の法定納期限の起算点は、あくまで「相続の
開始があったことを知った曰」とされてしまい、その曰を起算点とした法定
納期限後の期間については、延滞税が課されてしまうことが考えうる。
しかし、このように考えるのは納税者に対して余りに過酷である。結論か
らいえば、昭和59年最高裁判決にみられるように、相続人が熟慮期間内に限
定承認又は相続放棄をすることができなかったことに相当な理由があると認
められ、熟慮期間は相続人が相続財産の全部又は－部の存在を認識した時又
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|ま通常これを認識し得る時から起算すべきであるとされる場合には、法定納
期限の起算点にも考慮をして然るべきであると考える。
とはいえ、熟慮期間の存在の単なる不知は、熟慮期間の起算点を遅らせる
（34）
理由にはならない（横浜地判平成９年１２月１１曰)。また、相続財産を具体的
に確定することが困難である等、単に納税者が税額を計算することが困難で
あるという理由だけでは、申告義務を免れることはできないと考える。納税
者は納税申告の前提として申告のために自ら遺産を調査する義務をも負担す
ることになり、申告義務を負った相続人が相続財産を具体的に確定すること
が困難な場合のあることも予想されるところではある。しかし、遺産の内容
につき調査したがその明細を確認できなかった場合に相続税の額を知ること
ができなければ申告義務を負わないとすると、自ら調査し申告して納税した
者との間で著しい不公平が生じ、迅速確実な国家の財源の確保という国家的
要請からみて、許容することができないところといわなければならない。し
たがって、納税者が相続の事実自体を知る以上、相続財産の内容を自ら調査
して申告をし、具体的な租税義務を確定させることが要求され、結果として
これができなかった場合には、法定申告期限の起算点を調整する必要はない
であろう。
７おわりに
本稿では、熟慮期間の伸長の有無は、みなし譲渡所得の発生時点には影響
しないと結論づけた。しかし、熟慮期間を伸長せざるを得なかった相続の複
雑な事'情に鑑みれば、何らかの方策を用いて法定納期限を延長させる処置を
とることも考えうる。その場合には、熟慮期間伸長分に対応する期間の法定
申告期限の延長を認める、別の法律条文の適用又は立法的な手当てが必要と
なろう。たとえば、国税通則法11条の規定を適用し、「災害その他やむを得
ない理由」に該当するものとして、申告期限の延長を認める考え方もあり得
(35）
る。しかし、|司規定を適用すると言い切るためには、同文言に対するBllの検
討が必要となるため、結論を出すのは別の機会に譲りたい。
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また、限定承認制度の課税実務は、相続が発生しているにも関わらず所得
税が課税される、という特徴を有している。すなわち限定承認制度の問題と
は、所得税と相続税の関係とが密接に関わってくる問題であり、我が国の課
税制度を根幹から検討する必要がある。本稿では所得税の法定納期限に焦点
を当てたが、限定承認があった場合の課税の在り方について、今後も研究課
題としていきたい。
なお、この論稿は、国士舘大学租税判例研究会（座長：酒井克彦教授）に
おける発表及び議論をベースにしたものである。
執筆にあたっては西野敞雄教授にご指導を賜り、また、高橋敏教授からは
民法分野における貴重な助言を頂いた。
これらの方々と、本稿を査読して頂いた国士舘大学大学院法学研究科の先
生方には、心より御礼を申し上げる。
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相続債務を弁済したり、熟慮期間を徒過したりしたものであるとしても、しかしな
がら、右のことは結局法律の不知をいうに過ぎないものであり、したがって右のよ
うな事情をもって、相続放棄の熟慮期間の起算点を遅らせて本件相続放棄を有効と
することはできない」…横浜地判平成９年12月11日（LEX/ＤＢＴＫＣ法律』情報デ
ータベース文献番号28050525)。
(35）池田秀敏編著「家事事件処理の税務』（新日本法規，2005年）197頁。
